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関係条文 

 

○労働契約法（平成十九年法律第百二十八号）（抄） 

 

（労働契約の原則） 

第三条 労働契約は、労働者及び使用者が対等の立場における合意に基づいて  

締結し、又は変更すべきものとする。 

２ 労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつ 

つ締結し、又は変更すべきものとする。 

３ 労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和にも配慮しつつ締結し、 

又は変更すべきものとする。 

４ 労働者及び使用者は、労働契約を遵守するとともに、信義に従い誠実に、 

権利を行使し、及び義務を履行しなければならない。 

５ 労働者及び使用者は、労働契約に基づく権利の行使に当たっては、それを 

濫用することがあってはならない。 

 

第二章 労働契約の成立及び変更 

 

（労働契約の成立） 

第六条 労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して  

賃金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する。 

 

第七条 労働者及び使用者が労働契約を締結する場合において、使用者が合理的 

な労働条件が定められている就業規則を労働者に周知させていた場合には、労働 

契約の内容は、その就業規則で定める労働条件によるものとする。ただし、労働契 

約において、労働者及び使用者が就業規則の内容と異なる労働条件を合意してい 

た部分については、第十二条に該当する場合を除き、この限りでない。 

 

（労働契約の内容の変更） 

第八条 労働者及び使用者は、その合意により、労働契約の内容である労働条件を 

変更することができる。 

 

（就業規則による労働契約の内容の変更） 

第九条 使用者は、労働者と合意することなく、就業規則を変更することにより、労働 

者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできない。ただし、 
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次条の場合は、この限りでない。 

 

第十条 使用者が就業規則の変更により労働条件を変更する場合において、変更後 

の就業規則を労働者に周知させ、かつ、就業規則の変更が、労働者の受ける不利

益の程度、労働条件の変更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働

組合等との交渉の状況その他の就業規則の変更に係る事情に照らして合理的な

ものであるときは、労働契約の内容である労働条件は、当該変更後の就業規則に

定めるところによるものとする。ただし、労働契約において、労働者及び使用者が

就業規則の変更によっては変更されない労働条件として合意していた部分につい

ては、第十二条に該当する場合を除き、この限りでない。 

 

（就業規則の変更に係る手続） 

第十一条 就業規則の変更の手続に関しては、労働基準法（昭和二十二年法律第 

四十九号）第八十九条及び第九十条の定めるところによる。 

 

（就業規則違反の労働契約） 

第十二条 就業規則で定める基準に達しない労働条件を定める労働契約は、その部 

分については、無効とする。この場合において、無効となった部分は、就業規則で 

定める基準による。 

 

（法令及び労働協約と就業規則との関係） 

第十三条 就業規則が法令又は労働協約に反する場合には、当該反する部分につ 

いては、第七条、第十条及び前条の規定は、当該法令又は労働協約の適用を受 

ける労働者との間の労働契約については、適用しない。 
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○労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）（抄） 

 

第九章 就業規則 

 

（作成及び届出の義務） 

第八十九条 常時十人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項につい 

て就業規則を作成し、行政官庁に届け出なければならない。次に掲げる事項を変 

更した場合においても、同様とする。 

一  始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分  

けて交替に就業させる場合においては就業時転換に関する事項 

二  賃金（臨時の賃金等を除く。以下この号において同じ。）の決定、計算及び支 

払の方法、賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項 

三  退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

三の二  退職手当の定めをする場合においては、適用される労働者の範囲、退 

職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する

事項 

四  臨時の賃金等（退職手当を除く。）及び最低賃金額の定めをする場合におい  

ては、これに関する事項 

五  労働者に食費、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合において 

は、これに関する事項 

六  安全及び衛生に関する定めをする場合においては、これに関する事項 

七  職業訓練に関する定めをする場合においては、これに関する事項 

八  災害補償及び業務外の傷病扶助に関する定めをする場合においては、これ 

に関する事項 

九  表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び程度に関する事 

項 

十  前各号に掲げるもののほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定 

めをする場合においては、これに関する事項 

 

（作成の手続） 

第九十条 使用者は、就業規則の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の 

過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半 

数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者の意 

見を聴かなければならない。 

２  使用者は、前条の規定により届出をなすについて、前項の意見を記した書面を  

  添付しなければならない。 
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（制裁規定の制限） 

第九十一条 就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、そ 

の減給は、一回の額が平均賃金の一日分の半額を超え、総額が一賃金支払期に 

おける賃金の総額の十分の一を超えてはならない。 

 

（法令及び労働協約との関係） 

第九十二条 就業規則は、法令又は当該事業場について適用される労働協約に反し 

てはならない。 

２  行政官庁は、法令又は労働協約に牴触する就業規則の変更を命ずることができ 

る。 

 

（労働契約との関係） 

第九十三条 労働契約と就業規則との関係については、労働契約法（平成十九年法 

律第百二十八号）第十二条の定めるところによる。 
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○労働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）（抄） 

 

第三章 労働協約 

 

（労働協約の効力の発生） 

第十四条 労働組合と使用者又はその団体との間の労働条件その他に関する労働 

協約は、書面に作成し、両当事者が署名し、又は記名押印することによつてその 

効力を生ずる。 

 

（労働協約の期間） 

第十五条 労働協約には、三年をこえる有効期間の定をすることができない。 

２  三年をこえる有効期間の定をした労働協約は、三年の有効期間の定をした労働 

協約とみなす。 

３  有効期間の定がない労働協約は、当事者の一方が、署名し、又は記名押印した 

文書によつて相手方に予告して、解約することができる。一定の期間を定める労働 

協約であつて、その期間の経過後も期限を定めず効力を存続する旨の定があるも 

のについて、その期間の経過後も、同様とする。 

４  前項の予告は、解約しようとする日の少くとも九十日前にしなければならない。 

 

（基準の効力） 

第十六条 労働協約に定める労働条件その他の労働者の待遇に関する基準に違反 

する労働契約の部分は、無効とする。この場合において無効となつた部分は、基 

準の定めるところによる。労働契約に定がない部分についても、同様とする。 

 

（一般的拘束力） 

第十七条  一の工場事業場に常時使用される同種の労働者の四分の三以上の数 

の労働者が一の労働協約の適用を受けるに至つたときは、当該工場事業場に使

用される他の同種の労働者に関しても、当該労働協約が適用されるものとする。 

 

（地域的の一般的拘束力） 

第十八条 一の地域において従業する同種の労働者の大部分が一の労働協約の適  

用を受けるに至つたときは、当該労働協約の当事者の双方又は一方の申立てに 

基づき、労働委員会の決議により、厚生労働大臣又は都道府県知事は、当該地域 

において従業する他の同種の労働者及びその使用者も当該労働協約（第二項の 

規定により修正があつたものを含む。）の適用を受けるべきことの決定をすること 
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ができる。  

２  労働委員会は、前項の決議をする場合において、当該労働協約に不適当な部 

分があると認めたときは、これを修正することができる。 

３  第一項の決定は、公告によつてする。 


